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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 47(オ)86 原審裁判所名 福岡高等裁判所 

事件名 証拠金返還請求 原審事件番号 昭和 44(ネ)535 

裁判年月日 昭和 47 年 12 月 22 日 原審裁判年月日 昭和 46 年 10 月 21 日 

法廷名 最高裁判所第二小法廷   

裁判種別 判決   

結果 棄却   

判例集等 集民 第 107 号 451 頁   

 

判示事項 無権代理人に対する追認の効力 

裁判要旨 無権代理人に対する無権代理行為の追認は、その事実を相手方が知らなかつた

ときは、これをもつて相手方に対抗することはできないが、相手方において追

認のあつた事実を主張することは何ら妨げない。 

 

全 文 

主    文 

 本件上告を棄却する。 

 上告費用は上告人の負担とする。 

理    由 

上告代理人山本郁夫の上告理由について。 

原審は、その適法に確定した事実関係に基づき、上告人が昭和三八年九月九日、無権代理人

たるＤに対し、本件プール計算に関する特約を、追認する意思表示をした旨を判示しているも

のと認められる。 

ところで、無権代理行為の追認は、相手方または無権代理人のいずれに対してもすることが

できるのであつて、必ずしも相手方に対してこれをするか、または無権代理人に対する追認の

あつた事実を相手方が知つたときでなければその効力がないものではない。ただ、無権代理人

に対する追認は、その事実を相手方が知らなかつたときはこれをもつて相手方に対抗するこ

とはできないが、相手方において追認のあつた事実を主張することは何ら妨げないものと解

すべきである。本件においては、相手方たる被上告会社において自ら本件プール計算に関する

特約が迫認によつて有効となつたことを主張しているのであるから、原審が前記のごとく追

認の事実を認定し、右特約が当事者間にその効力を有する旨を判示したのは相当であつて、原

審の認定・判断に所論の違法は認められない。論旨は採用することができない。 

よつて、民訴法四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員の一致で、主文のとおり判決

する。 

(裁判長裁判官 村上朝一 裁判官 色川幸太郎 裁判官 岡原昌男 裁判官 小川信雄) 

 

 

※参考：判例時報 696 号 189 頁、金融法務事情 675 号 33 頁 

 


